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財務部財政課

令和４年１月補正予算
記者発表資料

[令和３年度１９号補正]



令和３年度　会計別予算総括（令和４年１月補正後）

（単位：千円）

134,224,730 745,660 134,970,390 △ 11.5

88,590,825 88,590,825 13.2

23,205,300 195,600 23,400,900 3.2

下 水 道 事 業 11,124,996 195,600 11,320,596 7.8

246,020,855 941,260 246,962,115 △ 2.6

会計別 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額
前年度
同期比
　　　％

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

合 計

　今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症対策として、『「ウィズコ

ロナ社会」に対応した新たな経済成長を目指す施策展開』を今後の経済対策

の基本方針とし、国の感染症対策を含む幅広い支援策を踏まえ、その隙間を

埋めつつ、これまでの緊急支援から地域経済活性化への転換を念頭に適時適

切な施策によって、本市独自による経済の回復と活性化を図るため、「佐世

保市商店街の活力回復促進事業費」など５事業１億９，０８８万円を計上す

るとともに、１８歳以下の子どもと同居しているにもかかわらず、子育て世

帯への臨時特別給付を受けることができていないひとり親家庭に対し、本市

独自で１人１０万円の一括現金給付を行う「子育て世帯への臨時特別給付事

業費」４００万円を計上し、これらの取組のため、時短・外出自粛等影響関

連事業者一時支援金給付事業費など３事業の終了に伴う執行残

１億６，２２７万円を減額計上いたしております。

　そのほか、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」として、去る

１２月２０日に成立した国の令和３年度補正予算（第１号）を受けて実施す

る「防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保」として、土地改

良事業の県営事業負担金や道路・橋りよう・公園・港湾の整備など１１事業

７億１，３０５万円を計上し、一般会計の合計で７億４，５６６万円を計上

いたしております。

　企業会計においては、一般会計と同様に、国の補正予算を受けて実施する

「防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保」などによるものと

して、下水道事業において、中部下水処理場の汚泥脱水設備に係る施設更新

事業費など１億９，５６０万円を計上し、

全会計合わせて９億４，１２６万円を計上いたしております。
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令和４年１月補正予算の概要

１．一般会計 千円

№

194,880 0 194,880 0 0 0 0

745,660

区 分 事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

0

市内商店街等が消費喚起や販売機会の向上のために行うプレミ
アム付商品券の発行、集客イベントや事業のプロモーション及び
他の商店街との連携による活動などに対し支援を行うもの

　・商店街の活力回復促進補助金　　6事業者　35,000千円
　　　※1事業者につき　200千円×対象会員店舗数
　　　　　　（上限5,000千円）
　　　※連携加算は1事業者につき　1,000千円
　
　・事務経費　　50千円

6
感染拡大防
止と生活の
安定

子育て世帯への臨時特
別給付事業費 4,000 4,000

18,200 18,200

担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

3

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

させぼ産品インターネッ
ト販売促進事業費

観光商工部
ふるさと物産
振興課

2

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

飲食店来店応援事業費 126,337 126,337 0

飲食店に対し、集客に活用してもらうためのクーポン券を発行（店
舗へのクーポン配布方式）することにより、消費回復・活性化を図
るもの

　・店舗数　　800店舗　120,000千円（1店舗あたり150千円）
　　　※感染拡大防止と経済回復の両立を図る観点から、長崎
　　　　 県の「飲食店認証制度」による認証店舗に限定

　・事務経費　　6,337千円

観光商工部
商工労働課

農林水産部
水産課

5

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

地域水産物の消費拡大
促進事業費 4,700 4,700

0

販売機会及び売上の減少に直面している市内物産事業者の販
売促進や、させぼ産品の認知度向上を目的として、市内商店街
が実施する佐世保市商店街の活力回復促進事業と連携すること
で集客性をより高めた物産展の開催に対し支援を行うもの

　・させぼ産品販売機会創出事業補助金　　6,513千円
　　　（させぼ産品の物販など）
　
　・事務経費　　80千円

観光商工部
ふるさと物産
振興課

0

佐世保物産振興協会が管理運営するインターネット販売サイト
「させぼふるさと市場サセボーノ」を活用した販売促進キャンペー
ンに対して補助を行うことで、市内物産事業者の売上増につなげ
るとともに、新しい生活様式の消費スタイルとして確立しつつある
新たな販売手段（インターネット販売）の利用を促進するもの
　
　・させぼ産品インターネット販売促進事業補助金
　　　（配送費無料、ポイント還元キャンペーン事業など）

4

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

させぼ産品販売機会創
出事業費 6,593 6,593

観光商工部
商工労働課

　　新型コロナウイルス感染症対策によるもの　　計 32,612

新型コロナウイルス感染症対応
事業　　計

1

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

佐世保市商店街の活力
回復促進事業費 35,050 35,050

0

消費の低迷で、下落傾向となっている本市水産物の販売量を回
復させるため、漁業協同組合が実施する水産物消費拡大及び地
産地消を目的としたイベントに対し支援を行うもの
　
　・水産物消費緊急拡大推進事業補助金　　4,600千円
　　　（もうマテない！魚貝まつり2022（各産品の販売会など））
　
　・事務経費　　100千円

0

親が別居中又は国の基準日（令和3年9月）以降に離婚している
場合で、18歳以下の子どもと同居しているにもかかわらず、子育
て世帯への臨時特別給付を受けることができていない「ひとり親
家庭」に対し、本市独自で一括現金給付を行うもの

　　１．対象児童見込数　　40人
　
　　２．支給額　　4,000千円
　　　　　（児童1人あたり10万円の一括現金給付）

子ども未来部
子ども支援課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額 事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

△ 162,268 0 △ 143,934 △ 18,334 0 0 0

713,048 231,025 0 66,354 402,000 △ 1,200 14,869

新型コロナウイルス感染症対応
事業の終了に伴うもの　　計

1

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

飲食店来店応援事業費 △ 24,048 △ 24,048

0

来店及び売上の減少に直面する飲食店に対し、長崎県の「なが
さきコロナ対策飲食店認証制度」と連携し、市民が安心して利用
できる飲食店とするために必要な活動などへの支援について、事
業終了に伴い減額を行うもの
　（申請受付期間　令和3年8月2日から10月29日まで）

　【店舗数】
　　・店舗数（確定）
　　　　1,500店舗　→　958店舗（△542店舗）
　　・支給金額（確定）
　　　　150,000千円　→　95,800千円（△54,200千円）

　【事務経費】　　△198千円

観光商工部
商工労働課

2

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

安全・安心な飲食店営
業活動支援事業費 △ 54,398 △ 54,398

0

来店及び売上の減少に直面する飲食店に対し、集客に活用する
ためのクーポン券の発行（店舗へのクーポン配布方式）による経
営の支援について、事業終了に伴い減額を行うもの
　（申込期間　令和3年8月2日から11月1日まで）
　　　※利用期間は11月30日、換金期限は12月14日まで
　
　【店舗数】
　　・店舗数（確定）
　　　　900店舗　→　744店舗（△156店舗）
　　・補助金額（確定）
　　　　90,000千円　→　66,919千円（△23,081千円）

　【事務経費】　　△967千円

観光商工部
商工労働課

△ 18,334 0

長崎県独自の緊急事態宣言の発令や国のまん延防止等重点措
置の適用に伴う飲食店及び遊興施設への営業時間短縮要請や
不要不急の外出・移動の自粛要請の影響を受け、事業収入が大
きく減少した市内事業者に対する、長崎県との連携に加え市独自
の支援金の支給について、事業終了に伴い減額を行うもの
　（申請受付期間　令和3年10月11日から12月10日まで）
　
　【減少率20％以上30％未満　※市単独】
　　・事業者数（見込）
　　　　600事業者　→　551事業者（△49事業者）
　　・支給金額（見込）
　　　　120,000千円　→　72,863千円（△47,137千円）
　
　【減少率30％以上50％未満】
　　・事業者数（見込）
　　　　800事業者　→　913事業者（＋113事業者）
　　・支給金額（見込）
　　　　160,000千円　→　123,864千円（△36,136千円）
　
　【事務経費】　　△549千円

観光商工部
商工労働課

3

経営及び雇
用の維持・
継続への支
援

時短・外出自粛等影響
関連事業者一時支援金
給付事業費

△ 83,822 △ 65,488

　　国の補正予算によるもの　計 713,048

国の補正予算　計

17,800 △ 1,200 △ 200

農村地域防災減災事業（ため池整備工）
　・佐世保地区　　1,400千円

農業競争力強化基盤整備事業（区画整理付帯工など）
　・宮長地区　　15,000千円

農林水産部
農林整備課

1

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

土地改良事業費
（県営事業負担金） 16,400

45,600 △ 737

道路施設の定期点検及びストック総点検の結果に基づき、老朽
化が進む道路施設について計画的に修繕・補強等の対策工事を
行うもの
　・福石天神町線ほか1線

土木部
土木政策課

2

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

道路施設更新事業費 88,026 43,163
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額 事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

25
急傾斜地崩壊対策事業に係る県営事業負担金
　・相浦（2）地区ほか6地区

土木部
土木政策課

△ 12,500 △ 4,056
各観光施設や郊外と中心部へのアクセス向上などを目的とした
道路整備（改良）を行うもの
　・江永本線ほか2線

土木部
土木政策課

3

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

社会資本整備総合交付
金事業費 △ 30,456 △ 13,900

12,200 0

市内小学校の通学路として指定されている市道、里道、公衆用
道路について、児童の登下校時における事故防止を図るため、カ
ラー塗装・防護柵等の整備を行うもの
　・広田小学校区ほか19校区

土木部
土木政策課

5

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

通学路整備事業費 26,500 14,300

11,200 0
安全・安心な暮らしを実現する道路環境の整備を進めるもの
　・梅田保立町線ほか1線

土木部
土木政策課

4

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

防災・安全交付金事業
費 24,400 13,200

66,354 34,909

国土調査法に基づき、地籍調査実施区域について、一筆ごとの
情報（土地所有者・地番・地目・境界）を調査するとともに、境界の
位置及び面積を測量し、その成果を法務局へ送付することによ
り、正確な土地情報の整備を行うもの
　・木風地区ほか4地区

都市整備部
都市政策課

8

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

地籍調査事業費 101,263

26,700 △ 72
橋梁長寿命化計画及び定期点検の結果に基づき、損傷等の状
況に応じた補修・補強等の対策工事を実施するもの
　・赤崎陸橋ほか4橋

土木部
土木政策課

6

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

橋りよう修繕事業費 57,890 31,262

7

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

急傾斜地崩壊対策事業
費
（県営事業負担金）

17,125 17,100

70,000 △ 15,000
港湾施設改良事業に係る国直轄事業負担金
　・前畑地区

港湾部
みなと整備課

10

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

港湾施設改良事業費
（国直轄事業負担金） 55,000

15,600 0
公園施設の計画的な更新等を行うため、公園施設長寿命化計画
に基づき、長寿命化対策を行うもの
　・花高第二公園ほか3か所

都市整備部
都市政策課

9

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

公園施設長寿命化対策
事業費 30,600 15,000

198,300 0
鯨瀬ターミナルに係るフェリー岸壁の改修を行うもの
　・鯨瀬地区

港湾部
みなと整備課

11

防災・減
災、国土強
靭化の推進
など安全・
安心の確保

鯨瀬ターミナル周辺機
能再編事業費 326,300 128,000
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◎令和４年１月補正予算の概要

２．企業会計 千円

№

1 下水道事業 195,600

■国の補正予算（「防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保」など）
　 によるもの

[資本的収支]

○公共下水道事業費　　155,100千円
　
　・管渠整備事業　　49,000千円
　　　汚水管整備　　中部処理区　Φ200mm　L＝102.1m

　・管渠更生事業　　24,900千円
　　　汚水管更生　　中部処理区　マンホール更生　13か所
　　　調査、設計費　　実施設計業務、地質調査業務

　・処理場等更新事業　　81,200千円
　　　下水処理場更新　　中部下水処理場　汚泥脱水設備更新（機械・電気）工事
　　　調査、設計費　　実施設計業務ほか
　
○単独下水道事業費　　40,500千円

　・管渠整備事業　　18,000千円
　　　汚水管整備　　中部処理区　Φ150～200mm　L＝143.5m
　
　・管渠更生事業　　22,500千円
　　　調査、設計費　　実施設計業務

水道局
下水道事業課
下水道施設課

195,600

事 業 名
補正予算額
（ 支 出 額 ）

事 業 内 容 担当課
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【債務負担行為の追加】

１．企業会計

№

2
中 部 下 水 処 理 場
汚 泥 脱 水 設 備 更 新 （ 電 気 ） 工 事

令和４年度から
令和５年度まで

307,000千円に消費税及び
地方消費税を加えた額

995,000千円に消費税及び
地方消費税を加えた額

1
中 部 下 水 処 理 場
汚 泥 脱 水 設 備 更 新 （ 機 械 ） 工 事

令和４年度から
令和５年度まで

水道局
下水道施設課

（単位：千円）

○中部下水処理場に係る汚泥脱水設備更新（機械・電気）工事に伴うもの

事 項 期 間 限 度 額 担 当 課

水道局
下水道施設課
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【繰越明許費】 （単位：千円）

※括弧書きは変更前

１．一般会計

№ 事 業 名 金 額 担 当 課

1
県 営 事 業 負 担 金
（ 土 地 改 良 事 業 ）

29,160
（9,760）

農林水産部
農林整備課

4 橋 り よ う 維 持 事 業 60,050 土木部
土木政策課

2 道 路 維 持 事 業
141,300
（39,600）

土木部
土木政策課

3 道 路 新 設 改 良 事 業
382,297

（282,397）
土木部

土木政策課

6 地 籍 調 査 事 業 114,001 都市整備部
都市政策課

5 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 17,125 土木部
土木政策課

7 公 園 施 設 長 寿 命 化 対 策 事 業 30,600 都市整備部
都市政策課

8
国 直 轄 事 業 負 担 金
（ 港 湾 施 設 改 良 事 業 ） 205,000 港湾部

みなと整備課

9
鯨 瀬 タ ー ミ ナ ル 周 辺
機 能 再 編 事 業 326,300 港湾部

みなと整備課
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◎市債現在高（令和４年１月補正後） （単位：千円）

会計
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令 和 ３ 年 度 中
発 行 額

令 和 ３ 年 度 中
償 還 額

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込

市民１人あたり
の 額 （ 円 ）

一 般 会 計 100,490,767 11,744,900 10,021,401 102,214,267 418,916

特 別 会 計 18,110,030 2,983,900 1,889,679 19,204,251 78,706

住 宅 7,747,291 2,039,300 631,762 9,154,829 37,520

卸 売 市 場 1,256,107 231,984 1,024,123 4,197

集 落 排 水 176,096 18,488 157,608 646

工 業 団 地 1,627,986 13,746 1,614,240 6,616

港 湾 整 備 1,008,697 17,000 135,620 890,077 3,648

臨 海 土 地 造 成 329,398 93,202 236,196 968

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

138,458 138,458 567

病 院 資 金 貸 付 事 業 5,825,997 927,600 764,877 5,988,720 24,544

合 計 118,600,797 14,728,800 11,911,080 121,418,518 497,622

※令和3年3月31日現在の住民基本台帳人口 243,997 人
　　　　　　　　　　令和3年度中発行額には、前年度からの繰越額を含む場合がある。
　　　　　　　　　　表示単位で四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

◎基金現在高（令和４年１月補正後） （単位：千円）

積立 繰入

減 債 基 金 3,385,661 16,769 1,578,560 1,823,870

財 政 調 整 基 金 5,671,108 28,783 1,280,225 4,419,666

災 害 補 て ん 基 金 268,618 30,189 0 298,807

奨 学 基 金 462,578 34,870 20,880 476,568

交 通 安 全 基 金 1,873 2 544 1,331

福 祉 基 金 742,050 1,865 23,364 720,551

教 育 文 化 振 興 基 金 217,464 1,816 18,543 200,737

ふ る さ と 創 生 基 金 115,758 113 28,225 87,646

交 通 遺 児 救 済 基 金 54,900 256 269 54,887

合 併 市 町 村 振 興 基 金 1,905,455 1,934 238,070 1,669,319

市 民 公 益 活 動 団 体
自 立 化 支 援 基 金

30,835 51 0 30,886

子 ど も 未 来 基 金 298,430 786 4,030 295,186

過 疎 地 域 持 続 的 発 展
特 別 事 業 基 金

272,748 265 34,094 238,919

施 設 整 備 基 金 4,465,254 17,480 575,784 3,906,950

暴 力 追 放 推 進 基 金 20,209 21 0 20,230

ふ る さ と 佐 世 保 元 気 基 金 2,434,672 1,138,389 626,267 2,946,794

学 校 施 設 整 備 基 金 10,922 11 0 10,933

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 31,893 10,818 0 42,711

小 計 20,390,428 1,284,418 4,428,855 17,245,991

住 宅 基 金 866,289 868 0 867,157

佐 世 保 市 等 地 域 交 通 体 系
整 備 基 金

221,214 223 19,855 201,582

国民健康保険財政調整基金 2,279,287 2,279 100,000 2,181,566

土 地 開 発 基 金 1,383,067 1,185 0 1,384,252

競 輪 事 業 基 金 705,299 706 1 706,004

佐世保市地方卸売市場移転
整 備 基 金

200,369 185 30,000 170,554

佐 世 保 市 介 護 保 険 給 付 費
準 備 基 金

1,730,228 92,896 63,169 1,759,955

競 輪 施 設 整 備 基 金 3,202,409 404,219 122,750 3,483,878

合 計 30,978,590 1,786,979 4,764,630 28,000,939

　　　　　　　　　　※表示単位で四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

基金名
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令和３年度中増減額 令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込
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